
２ 重要課題への対応

（１）女性

① 庁内推進体制および関係機関・団体との連携強化、総合的・計画的な施策展開、

市町村の支援

平成１１年制定の男女共同参画社会基本法により、男女共同参画社会の実現を２１

世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、男女共同参画社会の形成につい

ての基本理念が明確となった。

基本法の制定を機に、平成１３年１２月滋賀県男女共同参画推進条例を制定

し、本県における男女共同参画社会づくりについての基本的かつ具体的な事項

を定めるとともに、平成１５年３月、基本法および条例の規定に基づき、滋賀

（ ） 。県男女共同参画計画～パートナーしが２０１０プラン 改訂版 ～を策定した

市町村に対しては 「市町村体制整備事業 （ 「男女共同参画地域づ、 」 ）、H10-H12
くり事業 （ ）により、市町村自身の推進体制の整備および市町村と地」 H14-H16
域住民との連携による地域の主体的な取り組みの促進のため、市町村に対する

直接的および間接的支援を行った。

［評価と今後の課題］

条例の制定とプランの策定により、本県における男女共同参画社会形成のた

めの拠り所ができるとともに、審議会、推進員、推進本部、拠点施設である男

女共同参画センターなどの推進体制を整備することができた。

今後も、引き続き男女共同参画推進本部を中心とした関係機関との連携のも

と、男女共同参画計画に基づく施策を総合的に推進するとともに、市町との連

。携やＮＰＯ等との協働により男女共同参画社会づくりを進めていく必要がある

② 意思決定過程への女性の参画の促進

社会のあらゆる分野における政策・方針等意思決定過程への女性の参画を推

進するため、県民のつどい等の開催やラジオスポット放送による啓発など、さ

まざまな手法により、意識啓発、社会気運の醸成等に努めた。

また、男女共同参画センターにおいては、情報収集発信事業、県民交流エン

パワーメント事業などにより、社会参画に必要な情報の収集発信に努めるとと

もに、団体等との交流、活動支援を行った。

［評価と今後の課題］

県においては、男女共同参画推進本部の運営を通じて、審議会等の委員の女性割合

の引き上げに努め、平成１６年度末をもって３０％の目標を前倒しして達成すること

ができた。

今後も、引き続き情報誌やメディア等を利用した啓発・広報を通じ、政策・

方針決定過程への女性の参画推進を図る必要がある。

③ 男女平等、男女共同参画の視点に立った学校教育、社会教育の推進



青少年期より性別役割分担意識にとらわれず、主体的に行動できる世代の育成を図

るため、小・中学生を対象としたポスターコンクール等による啓発のほか、小・中・

高校生用の副読本をそれぞれ作成・配布し、啓発に努めた。

学校教育においては、教職員自らが男女共同参画の理念を理解し、男女共同参画意

識を高めるため、教育課程協議会（幼・小・中学校）における研究協議や研修会等を

実施した。また、児童生徒の発達段階に応じて、社会科、家庭科、道徳、特別活動等

を通じて、男女の平等や男女相互の理解と協力の重要性について指導を行った。

地域や職域など、さまざまな分野で男女共同参画に取り組む指導者の育成を目的と

する講座を開設したほか、女性があらゆる場において参画していける力をつけるため

の講座等を実施した。また （財）滋賀県婦人会館や県地域婦人団体連合会（現：地、

域女性団体連合会）が実施する研修事業等を支援した。

［評価と今後の課題］

今後も、男女共同参画の視点に立った学校教育・社会教育を推進していく必

要がある。

④ 男女共同参画センターを中心とした啓発事業の実施、相談事業の推進

男女共同参画社会づくりに向けた啓発については、男女共同参画社会を考え

る県民のつどいや男女共同参画フォーラム、地域男女共同参画（ちいきさんか

く）ひろばの開催をはじめ、広報誌の発行、テレビ番組の制作放映、ラジオス

ポットなどさまざまな方法により啓発を行った。

また、男女共同参画センターにおいては、男女共同参画に取り組む県民・団

体との交流ならびに連携活動の場づくりや自主事業への支援を行ったほか、男

女共同参画社会づくりに資するさまざまな研修事業を実施した。

相談事業については、男女共同参画相談員を配し、女性問題をはじめとする

男女共同参画に関する総合相談のほか、医師、弁護士等による専門相談を実施

した。

［評価と今後の課題］

家庭、地域をはじめ社会のあらゆる分野に対して積極的な啓発事業に取り組み、男

女共同参画意識の醸成に努めるとともに、男女共同参画センターを中心に地域での推

、 、「 、進を担う人材の育成に取り組んだ結果 第３８回県政世論調査によると 男は仕事

女は家庭」という考え方に「同感しない」または「どちらかといえば同感しないほう

である」と回答した人の割合が５１．７％となり 「同感する」または「どちらかと、

いえば同感するほうである」と回答した人の割合３９．２％を１２．５ポイント上回

る結果となり、意識面では一定理解が進んできたと考えられる。

今後も、引き続き住民主体の男女共同参画社会づくりが進むよう、啓発・広報に努

めるとともに、関係機関や県民・団体との連携、協働を一層促進する必要がある。

⑤ 農山漁村における女性の能力発揮に向けた啓発



農山漁村男女共同参画促進会議を開催し、関係各機関・関係各課との連携・情報交

、 、換を強化し あわせて方針決定の場に女性が参加できる環境づくりや女性の地位確立

向上を推進するための施策の実施に努めた。各振興局単位においても県、市町村、農

林水産団体等の担当者等による男女共同参画推進対策検討会を開催し、男女共同参画

推進に係る事業実施方法の協議を行い、地域における男女共同参画推進に係る啓発研

修を行った。また、県域や各振興局毎に３月１０日の「農山漁村女性の日」を普及す

、 。るためフォーラムを開催するなどして 広く男女共同参画に関する意識啓発に努めた

人材の育成・活用においては、各地域毎に農業者の男女共同参画に関する知

識の習得のための講座や農業者の起業活動に関する知識の習得および活用のた

めの講座を開催し、農山漁村女性が積極的に方針決定の場へ参画できる環境づ

くりの促進と農山漁村女性の経営力の向上に努めた。また、先進地研修の開催

では生産者と消費者・都市住民との交流、地産地消、女性起業活動を通じた地

域づくりと後継者育成、農業経営への女性の参画と規模拡大への取り組みにつ

いての研修、意見交換を実施し、女性の起業促進に努めた。

［評価と今後の課題］

農山漁村女性がいきいきと活躍できる環境づくりを推進するための家族経営

協定締結農家数は、順調に推移しており（平成１０年度末４１戸 → 平成１

６年度末１５３戸）一定の成果が現れている。今後の課題として、国から新た

な「食料・農業・農村基本計画」が決定され、女性の農業経営、地域社会への

参画を促進することとされており、今までの取り組み状況を踏まえ、より一層

農山漁村女性対策に取り組む必要がある。

⑥ 女性の働く権利の確立、働く男女の仕事と家庭生活の両立に向けての企業への働

きかけ

毎年６月の男女雇用機会均等月間にちなみ、男女雇用機会均等法に沿った雇用管理

を進めるとともに、働く女性が持てる力を十分に発揮しながらいきいきと働き続ける

ための雇用管理について、男女協働フォーラムの開催を通じて広く一般に周知・啓発

を行った。フォーラムでは、男女労働者の間に事実上生じている格差を解消するため

に積極的に取り組んでいる企業の事例発表や、男女雇用機会均等に関する講演やパネ

ルディスカッションなどを行った。

また、勤労者の仕事と家庭の両立支援を図るため、関係機関と共催で両立支

援フォーラムを開催したほか、育児・介護休業法や次世代育成支援対策推進法

に関する一般県民向けリーフレットや事業所向けパンフレットを作成・配布し

て、制度や法令の普及・啓発を行った。

［評価と今後の課題］

フォーラムの参加者は延べ９００人となり、また啓発資料の作成・配付によ

り一定の啓発効果があったと考えられる。今後も引き続きフォーラムの開催や



啓発資料の作成・配布を通じて、女性の雇用環境の向上に寄与するとともに、

事業主が積極的に勤労者の仕事と家庭の両立支援が図れる雇用環境づくりに取

り組まれるよう努めていく必要がある。

⑦ 母性の重要性が正しく理解され職場をはじめ社会のあらゆる場で母性尊重が徹底

される啓発の実施、男女が自らの身体と健康を保持・増進できる相談・指導の充実

「 」 、 、１０月第２日曜日からの８日間を パートナーしがの強調週間 と定め 街頭啓発

ラジオスポット放送、ポスターの掲示等を実施したほか、県内各地で行政、民間団体

等が啓発事業に取り組んだ。

相談事業については、男女共同参画相談員を配し、女性問題をはじめとする男女共

同参画に関する総合相談のほか、医師、弁護士等による専門相談を実施した。また、

各相談機関相互の連携を図るため、男女共同参画に関する相談ネットワークの組織化

に努めた。

［評価と今後の課題］

今後も、引き続き啓発・広報に努めるとともに、相談機関のネットワークの

強化や相談員の資質向上に努める必要がある。

⑧ 女性に対する暴力を根絶するための啓発、相談・救援体制の充実

男女間のあらゆる暴力を許さない社会意識を高めるよう関係機関と連携しながら、

さまざまな機会をとらえた広報・啓発活動を実施するとともに、ＤＶ被害者の心身の

回復と自立支援を図るための援助機関ネットワーク事業、相談機能や一時保護機能の

向上、民間シェルターに対して支援した。

［評価と今後の課題］

配偶者暴力相談支援センターの相談件数は年々増加し、平成１６年度１，０４６件

となっており、相談・支援体制の充実に努めている。

「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律」が平成１６年６月に一部

改正され、地方公共団体は配偶者からの暴力の防止と被害者の自立支援に向けて必要

な施策の推進と適切な保護を図る責務を有することとなったため、ＤＶ被害者の支援

に向けてより一層施策を充実させていくことが求められている。

今後とも、ＤＶ被害者が増加する中で、啓発活動や相談員の資質の向上のた

めの研修を実施し、ＤＶ被害者等要保護女性に対し適切な相談援助を行うとと

もに、緊急の一時保護などの要請が増えている中で、安心して保護できる体制

を整えていくことが必要である。

⑨ 売買春や性犯罪の取締り、被害女性の人権保護に配慮した体制の整備、防犯意識

高揚に向けた啓発

各警察署の担当課すべてに女性警察官を配置し、女性の人権擁護に配慮した体制を

整備するとともに、被害者対策要綱に基づき、犯罪被害者の精神的、経済的負担を軽



減する施策を実施した。

［評価と今後の課題］

ストーカー規制法、 防止法について、法施行前より各種広報誌等に掲載し周知DV
するなど、啓発活動を推進してきた。

今後も啓発活動を積極的に行い、防犯意識の高揚に向けた取り組みを継続していく

必要がある。また、平成１７年４月に犯罪被害者等基本法が施行されたことから、同

法の基本理念に基づいた施策を検討し、実施する必要がある。

⑩ 男女の多様なイメージを浸透させるための男女の表現方法に関する啓発

公的広報における男女の固定的な表現や性別役割分担意識にとらわれない適切な男

女の表現方法などについて理解を深めるため、広報・啓発や研修を行った。

［評価と今後の課題］

今後も引き続き、男女の表現方法に関する啓発を実施していく必要がある。

（２）子ども

① 「児童の権利に関する条約」の周知、子どもの意見を表明できる機会の提供

「児童の権利に関する条約」について、パンフレットやポスター、リーフレットを

作成し、周知・啓発を行った。さらに、子どもワーク会議や子ども県議会を開催し、

子どもの意見を表明できる機会を提供した。また、子ども向けに県の施策や情報をわ

かりやすく紹介するテレビ番組を制作、放送した。

［評価と今後の課題］

平成１５年度に実施した「子どもの権利に関する実態・意識調査」において、子ど

も、大人とも約５割が条約を「まったく知らない」と回答しており、一層の啓発を行

う必要がある。

虐待をはじめ、いじめ、不登校など、子どもを取り巻く環境は厳しい状況にあるこ

とから、子どもの人権を保障していくためにより一層取り組んでいく必要がある。

② いじめ・不登校の解決のための取り組みの推進、教員の教育相談研修の充実

心の教育相談センターにおいて、不登校児童生徒に対し教育相談や体験学習等を行

ったほか、スクールカウンセラーの配置、心のオアシス相談員、スクーリングケアサ

ポーター（平成１５年度まではメンタルフレンド）の派遣を行った。児童養護施設に

おいて、児童の心理ケアを目的とした「児童虐待防止プログラム」を実施した。不登

校児童生徒を対象として「森のオアシスセミナー」を実施した。

また、カウンセラー、相談員、指導員の資質の向上を図るために、研修会を定期的

に実施した。

［評価と今後の課題］



スクールカウンセラーや心のオアシス相談員の関わりにより、不登校の児童生徒が

教室復帰できたり適応指導教室に通所できるようになり、また、引きこもり傾向の児

童生徒が、放課後、登校できるようになった事例も見られた。また、研修等の実施に

より、教職員がより多様な見方や考え方ができるようになるなど、資質向上が図れる

とともに、校内の教育相談体制が確立し、組織的な対応が各学校で行えるようになっ

た。

しかし、不登校の要因はますます複雑化、多様化しており、今後もより一層

教育相談体制の充実や教員の資質向上を図るとともに、家庭や関係機関との連

携のあり方等を考えていく必要がある。

③ 児童虐待防止に取り組む県民意識の醸成、児童虐待の未然防止からケアまでの一

貫した総合的対策の確立

児童虐待を防止するため、早期発見・早期援助を目指して、県民啓発事業、市町村

ネットワーク事業および保護者へのカウンセリング、グループカウンセリング等を実

施した。

［評価と今後の課題］

児童福祉法の改正により、市町の相談業務体制が強化され、約９割の市町に児童虐

待防止ネットワークが設置された。また、学校においても虐待対応教員を配置するな

ど取り組みを進めることができた。

地域住民の意識の高揚や市町の児童虐待防止ネットワークが機能していくことで、

虐待の相談件数は増えると予想され、未然防止に向けた早期発見・早期対応への取り

組みにつながるものと考えられる。

今後、発見・保護だけでなく、未然防止・発見・保護・家庭復帰・子どもの

自立まで切れ目ない支援が必要である。

④ 子どもが暴力から自分の身を守るための教育プログラムの普及

子どもの人権が脅かされる状況となった場合に、子ども自身で何ができるのか、自

分を守るための対処方法を学ぶために有効なＣＡＰ（子どもへの暴力防止）プログラ

ムの普及を推進した。

［評価と今後の課題］

平成１４年度から平成１６年度に、子どもや福祉、保健、教育等子どもの人権に関

わる関係者、および保護者を対象に開催したＣＡＰプログラムのワークショップ（参

加型体験学習）には、延べ９７１人の参加があった。また、平成１６年度に県内のＣ

ＡＰプログラムのワークショップを実施する５団体で２８４回のワークショップを開

催するなど、一定の普及が図られている。今後も引き続き普及に努めていく必要があ

る。

⑤ 青少年・子ども電話総合相談室等の相談機関の周知

乳幼児の育児相談やいじめ、不登校、非行、進路および虐待等の子どもや青少年に



かかわるあらゆる問題について、第一次的な相談に応じる「青少年・子ども電話総合

相談室」を設置し、その周知を図るため広報カードを配布した。また、地域全体で子

育てを支援する基盤形成を図る市町村を支援した。

［評価と今後の課題］

、 ， 、青少年・子ども電話総合相談室への相談件数は 年間約７ ０００件となっており

相談機関の周知について一定の成果が現れている。

今後は、核家族化や都市化により親族や地域の関わりが希薄化し、子育てに対する

支援が受けにくくなっていることから、子育て不安に対する相談・支援などを行う地

域の子育て支援の拠点として地域子育て支援センターの設置を推進していく必要があ

る。

⑥ 子どもの心身の発達や家庭、地域の実情に応じた適切な保育の実施

日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、保育を行う上で特に配

慮を必要とされる児童を多数受け入れている保育所への保育士の加配を支援した。

［評価と今後の課題］

保育士の加配により、特に配慮を必要とする児童に対する処遇を向上することがで

き、また家庭に対する子育てを支援することができた。今後、虐待等を受けた児童へ

の対応を進めていく必要がある。

⑦ 放課後児童クラブの普及・促進および指導員研修

放課後、家庭に保護者がいない子どもの健全な育成の場を確保するため、放課後児

童クラブの児童の健全育成事業を支援した。また、放課後児童クラブの育成を図るた

め、放課後児童指導員等を対象とした研修会を実施した。

［評価と今後の課題］

放課後児童クラブ数は年々増加しており、平成１６年度は１５６クラブとなってい

る。今後も、放課後児童クラブの設置促進を図るとともに、安定した運営を行うため

引き続き運営費の補助を行う必要がある。

⑧ 有害環境浄化活動の推進 「青少年の健全育成に関する条例」の効果的な運用、

青少年の健全な育成を図るため、図書等の自動販売機等設置においての管理者設置

の義務化、視聴業者等の規制対象への追加、陳列方法等の規制等について条例改正を

行うとともに、関係団体、地域と連携しながら有害環境の浄化活動を行った。

［評価と今後の課題］

条例改正や地域における有害環境の浄化活動により、有害図書等自動販売機設置台

数の激減（平成１０年：１７５台 → 平成１６年：４４台）などの成果を上げてき

た。

近年の青少年を取り巻く環境は、ＤＶＤ等メディア媒体の発達、性を商品化

した各種営業形態の多様化、ＩＴ化の進展によるインターネット等有害情報の



氾濫など憂慮すべき状態であり、青少年の健全育成の環境づくりのため、機能

的に対応できるよう十分な関心と注意を払い、関係法令等をより厳正に運用し

ていく必要がある。

また、青少年犯罪は戦後第４のピークで高止まりしている状態であり、逮捕

少年のほぼ半数を無職少年が占めることから、今後は当該少年等の就労支援等

従来から取り組んでいる無職少年等非行防止対策に加え、平成１６年度から実

施した青少年支援センター（呼称：あすくる）での個々の少年に応じた立ち直

り支援に積極的に取り組んでいく必要がある。

⑨ 友だちやさまざまな世代の人々とのふれあいや交流、体験活動等の推進

多様化する地域の保育需要に応じ、保育所の有する専門的機能をより地域に開かれ

たものとするため保育所が実施する活動を支援した。

子どもが自ら考え、自ら行動する力を引き出すことを支援するとともに、子どもの

社会への意見表明や大人との意見交換を行うなどの場の提供を行った。

荒神山少年自然の家などにおいて、集団での宿泊や自然体験などの体験活動を通し

て、子どもたちの「生きる力」を培った。また、遊びや冒険的な体験を通して人間の

社会生活に不可欠な自尊感情や他人との信頼関係、困難に挑戦し課題を解決する力を

育むための新しい体験活動のプログラムであるプロジェクトアドベンチャー（ＰＡ）

を学校教育や社会教育に導入するため、拠点施設の整備等を行った。

［評価と今後の課題］

、 ， 、荒神山少年自然の家で開催した研修事業等への参加者は 延べ２ ５００人を超え

子どもたちへの体験活動の提供について一定の成果があった。

今後も、子どもがさまざまな経験を積み重ね、社会の責任ある構成員として育って

いくために、体験活動や社会参加の機会の場を提供していく必要がある。

⑩ 病気療養児に対する学習支援

病弱養護学校が併設されていない病院、病院内学級を設置していない病院に入院し

ている病気療養児等を対象に巡回訪問指導教員を派遣し、児童の病状に応じた教育を

医療、家庭との連携を図りながら推進した。

［評価と今後の課題］

病気療養児に対する学習の遅れの補完等に一定の成果があった。

今後も、引き続き病気療養児に対する学習支援に努める必要がある。

⑪ 犯罪被害にあった子どもに対する支援、子どもの福祉を害する犯罪の取締りの推

進

犯罪被害にあった子どもに対するカウンセリング等の支援を積極的に行うため、少

年補導職員の専門的な知識や技能の向上を図った。また、規範意識の高揚と犯罪抑止

のため、少年非行防止の充実を図るさまざまな事業を展開した。さらに、少年補導員



の街頭補導時等の技術向上に努めた。

［評価と今後の課題］

、 、 ，犯罪少年・触法少年・ぐ犯少年・不良行為少年の合計は 平成１０年 １３

、 、 ， 。 、９４２人が 平成１６年 １７ ２８７人に増加している 少年非行の増加は

少年の規範意識の希薄化、家庭における躾教育力の低下、地域社会の少年非行

への無関心、少年を取り巻く環境の悪化に問題点があると考えられる。

今後、非行少年の早期発見補導活動、非行少年グループの検挙解体、学校と

連携した非行防止教室・薬物乱用防止教室、学校等と連携した非行防止教育の

支援及び再非行防止の活動をそれぞれ強化していく必要がある。

（３）高齢者

① 学校教育における高齢社会の課題に関する学習

体験学習のひとつとして、老人ホームなどで介助等の実体験や地域の高齢者を招い

ての交流体験等、各学校がさまざまなかたちで学習を実施した。また、地域に開かれ

た学校づくりを進めるなかで、独居老人の訪問、地域の施設の訪問をしてボランティ

ア活動や介護体験を行った。

［評価と今後の課題］

体験を通して、児童・生徒が高齢社会への理解を深めている。今後も、高齢

社会への理解を深める学習を継続する必要がある。

② 高齢者との相互理解や連帯感を深めるための啓発活動や各種イベントの開催

超高齢社会の到来に向け、高齢者の社会活動についての啓発や普及を通じて、高齢

者の生きがいや健康づくりを推進するため、ねんりんピックびわこ・レイカディア県

民大会の実施や琵琶湖長寿科学シンポジウム開催の支援などを行った。

［評価と今後の課題］

それぞれのイベント、シンポジウム、地域での取り組みが定着してきている。今後

は、閉じこもりがちな高齢者などにも、参加の機会を確保する等、参加者の裾野を広

げる配慮が必要である。

③ 「敬老の日・老人月間」等の各種行事の実施

老人福祉月間推進事業として、高齢者の社会に対する貢献をたたえ、敬愛の意を表

するとともに、県民の高齢者福祉に対する理解を深めるため、長寿祝賀品の贈呈や長

寿訪問等を実施し、高齢者福祉の啓発を推進した。

［評価と今後の課題］

高齢者の生きがい対策の一助となるとともに、県民一人ひとりが高齢者を身近な存

在として考えるきっかけとなっている。今後も事業内容を点検しながら、実施してい

く必要がある。

④ 高齢者の学習機会の充実、自主的な活動の支援



高齢者に新しい知識と教養を身につけるための機会を提供して社会参加を促

すとともに、地域における高齢者福祉促進のリーダーを養成することを目的に

レイカディア大学を設置運営した。

老人クラブ、県老人クラブ連合会の活動を支援したほか、新しい老人クラブ

の創造を進めるため、地域における健康生きがいづくりの活動の場づくりを支

援した。

［評価と今後の課題］

レイカディア大学は、高齢者の行きがいを高め積極的な社会参加の促進に寄

与しており、今後は、受講科目を検討していく必要がある。また、老人クラブ

活動を通した社会参加は定着しつつあるが、閉じこもりがちな高齢者などあま

り活動に参加していない高齢者に対する参加機会の確保が必要である。

今後も、高齢者の生きがいと社会参加を促進し、超高齢社会にふさわしいラ

イフスタイルの創造を支援することにより 「活力ある長寿社会」の実現を目指、

していく。

⑤ 高齢者の雇用・就労機会の確保のための啓発

（ ） 、滋賀労働局および 社 滋賀県雇用対策協会との連携により６０歳定年の完全定着

６５歳までの継続雇用の推進、多様な形態による雇用・就業機会の確保のための啓発

活動を行い高齢者の雇用促進を図った。

また、高齢者の就業対策の推進を図るため、就業事例の中から、介護・子育

て・観光等の地域課題に密着した事例集を作成し、高齢者の就業の場の開拓に

活用した。

さらに、臨時的・短期的な就業を希望する高齢者に対し、希望に応じた就業

機会を組織的に提供するシルバー人材センターの育成を図った。

［評価と今後の課題］

少子高齢化が進む中、意欲と能力のある高齢者が活躍し続けられる社会が求

められているが、企業における高年齢者の雇用や６５歳までの雇用確保のため

の制度導入は停滞気味であり、引き続き啓発を行う必要がある。

⑥ 農山漁村において高齢者が保持する技能・知識を活用した地域活性化につながる

活動の支援

農村における高齢技能者の能力活用を推進するため、伝承講習会、作品展、交流会

を開催するとともに、高齢者活動促進会議において高齢者活動促進等の検討を行って

きた。また、農村地域において長年、農を通じて培われてきた技術や知識を活かして

活躍している高齢者を高齢技能者「農の匠」として認定するとともに 「農の匠」作、

品展・伝承講習会を開催して高齢者の活動や技術を県民に周知し、高齢者の活躍の場

の提供に努めた。

［評価と今後の課題］



平成１６年度末で「農の匠」認定者は２５６人にのぼる。

今後、市町等で「農の匠」がさらに活躍できる場づくりに重点を置くような

取り組みが必要である。また、長年培われてきた技術や知識を活かして、活躍

している高齢者の活躍の場の提供や高齢技能者等の交流をさらに進めるため、

「農の匠」も含め、高齢技能者等の県域人材バンクの整備も必要である。

⑦ 高齢者に対する人権侵害の発生防止のための福祉関係者等に対する研修、県民啓

発、相談体制の充実

社会福祉事業従事者をはじめ広く福祉関係者の資質の向上を図るため、人権

教育をはじめ各種の研修を実施した。

（ 、 、 、 ）福祉サービスに関する苦情解決事業 事前調査 助言 申し入れ あっせん

を行う滋賀県運営適正化委員会を設置する県社会福祉協議会を支援した。

、 、 、 、 、運営適正化委員会においては 相談内容に応じ 助言 申し入れ 事情調査

あっせんを行い苦情の解決にあたったほか、パンフレット、ポスター、広報誌

への掲載、県社協のホームページにより事業の普及啓発に努めた。また、講習

会の開催にあたっては、参加型体験学習を取り入れるなど、より効果的な研修

となるよう工夫して取り組みを行った。

［評価と今後の課題］

苦情等については、近年、原因が多岐にわたり解決に至るまで相当の期間を

要する案件が増加傾向にあるが、運営適正化委員会において、苦情等の適切な

解決に向けた取り組みを行っているところである。

なお、苦情の解決にあたっては、福祉サービスを提供する施設等が苦情解決

のため設置する第三者委員等と連携した対応が今後の課題となっている。

⑧ 認知症高齢者等の財産管理等に関する権利侵害防止に向けた相談体制の充実

県社会福祉協議会が認知症高齢者等の権利擁護のために実施する相談援助等を支援

。 、 、 、 、した 相談体制については 一般相談のほか 弁護士 医師等による専門相談を行い

体制の充実を図った。

また、判断能力が不十分な県民に対して、福祉サービスを適切に利用するた

めの援助や日常的金銭管理等を行う地域福祉権利擁護事業を実施する市町村社

協に対し支援を行った。

［評価と今後の課題］

地域福祉権利擁護事業については、平成１１年度に県内７市町社会福祉協議会で事

業が開始され、平成１５年度からは県内すべての市町村社協において実施されている

ところである。

地域福祉権利擁護事業においては、判断能力が低下した利用者について、成

年後見制度との連携が課題となっている。



（４）障害者

① 障害や障害者についての正しい理解や認識を深めるための啓発・広報活動、ボラ

ンティア活動の振興

地域で行われている各種交流事業や福祉施設等で取り組まれている障害のある人の

芸術活動、地域住民との交流活動等に対する支援を行うことにより、地域社会での障

害のある人に対する理解や認識の向上と地域福祉の向上を図った。また、糸賀一雄記

念賞の運営や関連事業を実施することにより障害者福祉についての啓発等に努めると

ともに、アジア太平洋地域で障害者福祉の分野で活躍中の人々を顕彰し、我が国のみ

ならず、アジア太平洋地域の障害者福祉の進歩・発展に寄与した。また、シンポジウ

ムの開催等により、滋賀からの発信に努めた。

学校教育においては、障害のある人の講演等や手話講座、インスタントシニ

ア体験や福祉体験を通してボランティアの資質を高めた。

［評価と今後の課題］

平成１４年１０月に本県で開催した「アジア太平洋障害者の十年」最終年ハ

イレベル政府間会合において、今後の十年の障害者施策の方向付けとなる 「び、

わ湖・ミレニアム・フレーム・ワーク」が採択されるなど、アジア太平洋地域

の障害者施策の推進に貢献した。

今後も引き続き、地域社会での障害のある人に対する理解や認識の向上と地

域福祉の向上のため、啓発や学校教育での学習を進めていく必要がある。

② 幼児児童生徒の障害の状況等に応じてその能力を最大限に伸ばす学校教育の推進

盲・聾・養護学校における職業教育の充実、学習指導上必要な教材・教具の充足、

就学奨励費の支給等の事業を実施し、障害児教育の推進を図った。また、保育所にお

いて、障害のある幼児の保育に従事する専任の保育士等の設置を支援した。

［評価と今後の課題］

障害のある児童・生徒一人ひとりが、教育的ニーズに応じた適切な教育を受けるこ

とができるよう特別支援教育を推進するための体制整備を開始している。今後、特別

支援教育コーディネーターの資質向上および巡回相談員の養成を図る必要がある。ま

た、障害のある幼児・児童・生徒の社会参加と職業的自立に向けた取り組みが求めら

れている。

③ 精神障害に関する正しい知識の普及、相談業務の充実

精神障害および精神障害のある人への理解を深めるため、心の健康づくりを考える

。 、 。 、県民のつどいを開催した また パンフレット等啓発資材を作成・配布した さらに

精神障害のある人の社会参加、自立を促進するため、地域の実情に応じて事業を実施

した。

保健所において、所内相談や訪問相談・指導を行うとともに、精神保健福祉センタ



ーにおいて、普及啓発や相談業務、地域の精神保健福祉関係従事者等を対象とする研

修や養成講座の開催、地域関係機関への技術支援などを行った。

［評価と今後の課題］

精神障害者保健福祉施策は、医療面での対応が欠かせないこともあり、他の障害者

福祉施策とは一線を画し進められてきたことや、福祉サービスという面での取り組み

が平成１４年度から始まったばかりであることから、地域での取り組みと精神障害へ

の理解を遅らせ、差別や偏見を残すことにつながってきた。こうした中で、知識普及

・啓発の関連事業については、県域単位で県の機関において実施しており、必ずしも

地域に密着した効果的なものとなっていない状況にある。

こうしたことから、特に専門的な対応を必要とする分野を除いて、普及啓発

事業や交流事業等が地域の市町を中心として取り組まれるよう対応することが

求められている。

④ 住みよい福祉のまちづくりの趣旨の普及啓発、障害者の社会参加促進に向けた支

援

福祉のまちづくりやユニバーサルデザインに関する県民や事業者の意識高揚を図る

ため、セミナー・フォーラムの開催や啓発テレビ番組の制作、冊子・ビデオ等啓発教

材の整備など行い、さまざまな啓発活動を行った。

障害のある人の社会参加等を促進するため、県の施策や情報を紹介する手話やテロ

ップを多用した聴覚障害のある人向けテレビ番組を制作、放送し、番組について、聴

覚に障害のある人の意見を聞く機会を設け、番組に反映させるなど効果的な事業実施

に努めた。

また、県広報誌の点字版やテープ版を作成し、視覚に障害のある人に配付するなど

して視覚障害のある人への情報提供に努めた。

、 、 、さらに 障害のある人の社会参加を促進するため コミュニケーション支援

移動支援、生活支援や相談等の各種事業を実施した。

［評価と今後の課題］

各種啓発を通じて住みよい福祉のまちづくりの趣旨が浸透し、障害のある人

の社会参加に向けて多様な手法での情報提供や支援も広がりつつある。

今後も引き続き、さまざまな手法を取り入れながら住みよい福祉のまちづく

りや、ユニバーサルデザインの考え方について、普及啓発を推進する必要があ

る。

⑤ 障害者雇用促進月間を中心とした啓発活動の推進、障害者雇用率達成についての

の事業者に対する啓発

毎年９月の障害者雇用促進月間中に障害者雇用促進のつどいを開催するとと

もに、駅頭キャンペーンを実施した。企業を対象に、職域開発促進会議を開催

し、障害のある人の法定雇用率達成のための啓発事業を実施した。また、啓発



冊子を作成・配布し、障害者雇用の啓発を行った。

、 、 、また 滋賀県障害者雇用促進協会が行う啓発事業 援助事業を支援したほか

障害者就労支援事業所協会が行う事業を支援した。

［評価と今後の課題］

障害者雇用対策については、滋賀労働局をはじめ関係機関団体と協力して啓

発事業を展開してきたが、本県の民間企業の障害者雇用率は平成１６年度１．

． 、 。６８％と前年度に比べ０ １２％低下するなど 年々厳しい状況になっている

このため、福祉部門と労働部門、県と市町が連携した障害のある人への就労

支援の取り組みを進めるとともに、今後とも関係機関と連携した啓発活動が必

要である。

⑥ 障害者に対する人権侵害の発生防止のための福祉関係者等に対する研修、県民啓

発、相談体制の充実

社会福祉事業従事者をはじめ広く福祉関係者の資質の向上を図るため人権教

育をはじめ各種の研修を実施した。

（ 、 、 、 ）福祉サービスに関する苦情解決事業 事前調査 助言 申し入れ あっせん

を行う滋賀県運営適正化委員会を設置する県社会福祉協議会を支援した。

、 、 、 、 、運営適正化委員会においては 相談内容に応じ 助言 申し入れ 事情調査

あっせんを行い苦情の解決にあたったほか、パンフレット、ポスター、広報誌

への掲載、県社協のホームページにより事業の普及啓発に努めた。また、講習

会の開催にあたっては、参加型体験研修を取り入れるなど、より効果的な研修

となるよう工夫して取り組みを行った。

［評価と今後の課題］

苦情等については、近年、原因が多岐にわたり解決に至るまで相当の期間を

要する案件が増加傾向にあるが、運営適正化委員会において、苦情等の適切な

解決に向けた取り組みを行っているところである。

なお、苦情の解決にあたっては、福祉サービスを提供する施設等が苦情解決

のため設置する第三者委員等と連携した対応が今後の課題となっている。

⑦ 障害者の財産管理等に関する権利侵害防止に向けた相談体制の充実

県社会福祉協議会が知的障害や精神障害のある人等の権利擁護のために実施する相

談援助等を支援した。相談体制については、一般相談のほか、弁護士、医師等による

専門相談を行い、体制の充実を図った。

また、判断能力が不十分な県民に対して、福祉サービスを適切に利用するた

めの援助や日常的金銭管理等を行う地域福祉権利擁護事業を実施する市町村社

協に対し支援を行った。

さらに、障害のある人の権利擁護にかかる相談等に対応するため、常設の相

談窓口を開設したことにより、権利擁護にかかるセーフティーネット機能を設



けることができた。

［評価と今後の課題］

地域福祉権利擁護事業については、平成１１年度に県内７市町社会福祉協議

会で事業が開始され、平成１５年度からは県内すべての市町村社協において実

施されているところである。

地域福祉権利擁護事業においては、判断能力が低下した利用者について、成

年後見制度との連携が課題となっている。

（５）同和問題

① 各教育分野における積極的な同和教育の推進

学校・園教育においては、同和教育を学校・園教育の全領域に位置づけ、校種間の

緊密な連携のもとに、幼児・児童・生徒の発達段階に即して人間形成の基礎を培うと

ともに、同和問題についての正しい理解と認識を培い、人権尊重の実践的態度を育成

する教育活動の充実に努めた。

就学前教育においては、就学前教育協働推進校（園）指定事業、県人権保育研究協

議会 県同和保育研究協議会 が実施する研修事業等の支援 人権保育推進懇話会 同（ ） 、 （

和保育推進懇話会）の開催などを実施し、基礎から着実に育てる保育の充実に取り組

んだ。

学校教育においては、市町村教育委員会訪問・学校訪問や指導資料作成事業等での

指導の充実、指定研究事業、中学校区教育総合推進事業、学校の教育困難事業に応じ

ての同和加配教員設置、私立学校の同和教育主任設置支援、修学奨励資金貸与事業な

どを実施し、同和教育の推進に取り組んだ。

社会教育においては （財）滋賀県人権センター（ 財）滋賀県解放県民センター）、 （

の運営や文化活動等の支援、地域総合センターの教育担当職員の設置や市町村同和教

育推進協議会等事業および県同和教育推進協議会事業の支援、社会教育関係団体が行

う研修事業等への支援、学校教育と社会教育の交流を発展させるための県人権教育研

究会（県同和教育研究会）が行う研究活動および県人権教育研究大会（県同和教育研

究大会）への支援を行った。

［評価と今後の課題］

保育については、人権を大切にする保育が目標として掲げられ、各種研修等により

取り組みが進められてきている。また、学校教育については、修学奨励資金の交付に

より、進学率の向上と就学機会の拡大、技能修得等による経済的基盤の確立等に寄与

、 、 、 、したほか 同和加配教員の配置によって 同和地区児童・生徒の学力向上 生徒指導

。 、 、進路指導において一定の役割を果たしてきた さらに さまざまな人権問題をとらえ

講演会、研修会等、各種事業が積極的に展開された。

しかしながら、家庭基盤の不安定による長期欠席（不登校）や高校中退等の課題解

決に向け、一般施策を活用した取り組みを進めていく必要がある。



② 創意工夫した啓発事業の推進、職域等における啓発活動への助言、(財)滋賀県人

権センターとの連携

毎年、９月を「同和問題啓発強調月間」と定め、市町村とともに集中的に啓発事業

を展開している。街頭啓発やイベントの開催、ポスターの作成・掲示、マスメディア

を活用した啓発事業などを実施したほか、広報誌の発行、啓発冊子等の作成・配布を

行い県民啓発に努めた。広く県民の共感が得られるよう、啓発テレビ番組や広報誌を

作成する際に差別の実態や当事者の思いを伝えるなどの工夫を行った。また、指導者

の育成事業等を行う（財）滋賀県人権センターの各種事業を支援した。

企業等に対しては、７月を「企業内同和問題啓発強調月間」として、街頭啓発、マ

スメディアを活用した啓発、ポスターの作成・掲示などを行ったほか、従業員２０人

以上の事業所を対象に企業内同和問題研修啓発推進班員による企業訪問の実施や、研

修会の開催、啓発教材の制作、購入、貸出を行った。

また、公共的団体等に対しては、公共的団体等同和問題研修啓発推進員を設置し、

日常業務や監督指導等の中で事業所に対して同和問題の研修推進等に関する指導を行

った。

［評価と今後の課題］

同和問題に対する誤った考え方や結婚問題を中心として差別意識が今なお残ってお

り、またインターネットを悪用した差別的な書き込みも発生していることから、差別

事象を啓発に反映させるなどの工夫が求められる。今後も引き続き、県民一人ひとり

が同和問題の解決に向けて主体的に行動できるよう、教材の整備や啓発事業の充実を

図る必要がある。

企業に対しては、企業が同和問題の正しい理解と認識を深めるとともに、社会的責

任を自覚し、公正な採用選考の実施と人権を尊重した差別のない明るい職場づくりに

向けた自主的・計画的・継続的な取り組みが一層展開されるよう、関係機関とも十分

に連携を図りながら、引き続き、啓発・助言に努める必要がある。

また （財）滋賀県人権センターに対しては、引き続き教育・啓発活動や相談体制、

の充実に向けて、より効果的な取り組みが実施されるよう指導、支援が必要である。

③ 地域総合センター活動に対する助言等

地域総合センターが、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点

となる開かれたコミュニティーセンターとして活動していくため、運営の改善や職員

の資質向上等に向けて助言や情報提供等を行った。また、地域総合センターの運営に

対して市町を支援したほか、地域総合センターの教育的機能を充実するための教育担

当職員の設置に対して支援した。

［評価と今後の課題］

地域における活発な取り組みにより効果を上げてきたが、残された課題にも

地域性が生じてきており、今後も地域総合センターが地域課題を的確に捉えて



、 、各事業を積極的に実施し より一層活動を充実していくための助言や情報提供

職員への研修等を行うとともに、支援していく必要がある。

④ えせ同和行為の排除に向けた取り組み

えせ同和行為の弊害やそれらへの対応の仕方について、啓発冊子やチラシ等で周知

し、その排除に向けての啓発を実施した。また、県や大津地方法務局をはじめとする

国の行政機関、警察本部等で「えせ同和問題行為対策関係機関連絡会」を設置し、企

業などからの相談受付や情報交換などを行い、その排除に努めた。

［評価と今後の課題］

関係機関との連携を図り、継続的な取り組みを行ってきたが、今なお、えせ同和行

為に関する相談や問い合わせが多く、引き続き啓発を行う必要がある。

（６）外国人

① 外国語による情報提供、外国人相談体制の充実、日本語指導の促進

県の施策・事業等の情報を外国籍住民向けに知らせるラジオ放送を制作、放

送したほか、労働関係法令や相談機関の紹介などの労働関係情報のＣＤを６ヵ

国語で作成、配布するなど、外国語による情報提供に努めた。

また、国際活動推進の中核を担う財団法人滋賀県国際協会と連携を図りなが

ら、外国籍住民に対する相談体制の充実や日本語指導の促進等に努めた。

［評価と今後の課題］

新たに、県国際協会やボランティアと協働し、日本語指導者の育成や日本語

教室への支援を行うなどして、外国籍住民が円滑に生活を送るための支援を行

うことができた。

県内の外国人登録者数は増加傾向にあることから、今後もＮＰＯや県民、市

町等との連携を図りながら、外国籍住民が円滑な生活を送るための施策を推進

していく必要がある。

② 外国籍住民の参加しやすい地域活動、交流イベントの開催、地域住民への学習機

会の提供を通じた外国人に対する差別や偏見の解消

琵琶湖の環境学習を兼ねたクルージングの開催や国際交流啓発ビデオの作成、放映

など、県国際協会が行う国際交流啓発事業を支援し、外国籍住民の参加しやすい交流

イベントの開催、地域住民への学習機会を通じた国際理解の促進を図った。

［評価と今後の課題］

各種交流イベントの開催や地域住民への学習機会の提供などにより、国際交

流活動に関するボランティア登録数は増加傾向にあるなど、国際交流や国際理

解の促進を図ることができた。



今後も県内の外国人登録者数は増加していく傾向にあり、多文化共生の社会

づくりを進めていく必要性が高まるとともに多様化していくことから、地域や

県民のニーズを的確に把握し、施策の推進を図る必要がある。

③ 「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約」の普及啓発

条約の趣旨を踏まえ、在日韓国・朝鮮の人々をはじめとする外国籍住民への理解を

深め、ともに生きる社会づくりに向けた啓発を行った。

［評価と今後の課題］

外国籍住民が年々増加していることから、条約の趣旨を踏まえ、今後とも、多様な

文化や価値観を尊重しあう共生社会をめざすための啓発を充実する必要がある。

④ 学校教育における外国の人々と協調する態度の育成

中学生および高校生を海外に派遣し、ホームステイを中心にして学校生活や

語学研修、体験学習等の機会を提供し、異文化および自国の文化に対する正し

い理解を図るとともに、海外からの高校生の派遣を受け入れた。

また、日本語指導が必要な外国籍の児童生徒が急激に増加しており、個々の

児童生徒の状況に対応し、また、学校現場の不安や混乱を取り除くため、学校

の連絡文書の翻訳集をポルトガル語版、スペイン語版、中国語版、韓国・朝鮮

語版の４言語版を作成した。

さらに 「在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する指導指針」を踏まえ、歴史的経、

、 。緯を正しく理解し 在日韓国・朝鮮人に対する偏見や差別をなくすよう努めた

［評価と今後の課題］

平成１０年度から平成１５年度においては毎年度２０人、平成１６年度にお

いては１００人の中学生および高校生を海外に派遣し、異文化および自国の文

化に対する正しい理解を身につけることができた。また、毎年度２０人の海外

から派遣される高校生を受け入れ、受入高等学校において交流が図られた。

外国籍の児童生徒の増加が著しいため、通訳サービス等の対応が不十分な状

態である。ＮＰＯ団体との連携を図り、今後も引き続き、国際理解教育を推進

していく必要がある。

⑤ 新たな外国籍の児童生徒を受け入れるための日本語習得学習や生活適応相談等の

推進

外国籍の児童生徒の多様性（国籍、生活文化、年齢、滞在予定期間と滞在目的、日

本語習得状況等）に対し十分な対応を行うため、外国籍の児童生徒が２名以上在籍す

る小中学校に対して、日本語指導や教科の指導、生活適応の指導に当たる非常勤講師

を配置した。

［評価と今後の課題］

非常勤講師の配置により（平成１６年５月１日現在 小学校４５校、中学校２１校



に配置 、よりきめ細かな指導ができ一定の成果をあげてきた。今後も引き続き、外）

国籍の児童生徒の日本語指導や生活適応の指導等を行っていくことが必要である。

（７）患者

① 療養環境における患者のクオリティ・オブ・ライフの向上の促進、インフォーム

ド・コンセントの確立を目指した医療行為の推進に向けた啓発

医療従事者および看護職員の人権意識の向上、資質向上を図るため、医療従

事者団体および看護協会が行う研修等の事業を支援した。また、広報誌等を活

用してインフォームド・コンセントの重要性等について啓発活動を行った。

［評価と今後の課題］

医療従事者団体等が実施する研修等により、患者等に対する人権意識の高揚

が図られている。医療従事者がそれぞれの医療現場で人権に配慮することで、

患者の人権を守り、ひいては医療事故の未然防止につながることから、今後も

、 。継続して各団体の実施する研修会開催事業を支援し 啓発していく必要がある

また、医療技術の進展の中で患者自らが主体的に医療に関わっていくことが

できるよう、インフォームド・コンセントの重要性等について啓発していく必

要がある。

② エイズに関する正しい知識の普及

各保健所におけるエイズ予防教育において、エイズに対する差別や偏見をな

くし患者の人権を尊重するレッドリボン運動についての啓発を実施した。各保

、 、健所において 受検者のプライバシーに配慮した検査・相談事業を行ったほか

県庁に専用電話を設置し、相談・カウンセリングを実施した。

［評価と今後の課題］

HIV/AIDSが全国的に急増している状況から、あらゆる年代に対するエイズ予

防教育の重要性が高まっており、エイズに対する差別や偏見の解消に向けた取

り組みは、今後とも重要課題である。また、検査・相談事業、カウンセリング

事業は、感染拡大防止や県民の不安軽減のために重要な事業であり、今後とも

引き続き実施していく必要がある。

③ 結核等の感染症についての正しい知識の普及

結核予防のため、定期的な健康診断の受診勧奨、有症状時の早期受診・受診等、正

しい知識の普及・啓発を行った。

［評価と今後の課題］

今後も、正しい知識の普及啓発の手法を検討し、事業の継続を図っていく。

④ ハンセン病についての正しい知識の普及



ハンセン病に対する差別や偏見の解消を図るため、講演会の開催、ボランティア研

修会の開催、啓発資材の作成等、正しい知識の普及啓発を図った。

療養所入所者、退所者および元患者に対する相談窓口を開設し、相談を通じ

て支援するとともに、県民に対するハンセン病の正しい知識の普及・啓発を行

い、差別や偏見の解消に努めた。

［評価と今後の課題］

今後もハンセン病に対する差別や偏見の解消を図るために、普及・啓発事業

を実施するとともに、療養所入所者、退所者および元患者を支援していく必要

がある。

⑤ 難病在宅患者に対する相談事業の充実、難病に対する正しい知識の普及

専門性が高く、また疾患が多岐にわたる難病１２１疾患患者等の様々なニー

ズに対応するため、地域において保健所を核として難病相談事業の充実に努め

た。

難病連絡協議会においても、患者や家族からの相談等について当事者の立場

で対応し、患者や家族のサポートに努められていた。また、各圏域ごとに医療

機関、市町村福祉部局等の関係機関と、会議・情報交換等の方法により連携を

図り、難病患者や家族のニーズに応じた支援対策の推進および各種サービスの

提供に努めた。

難病に関する正しい知識の普及については、医療従事者に対して疾患の理解

および難病患者に対する施策、制度等の普及啓発および情報提供を実施すると

ともに、患者や家族に対しても講演会等を開催してきた。

［評価と今後の課題］

難病患者の医療相談事業への参加率は増加傾向にあり、一定の成果が現れて

いるが、難病は疾患が多岐にわたり、また時代とともに患者や家族等の抱える

問題も複雑多様化してきているため、療養生活上、精神的、身体的負担が大き

い。

今後も、これら患者や家族の抱える様々なニーズにきめ細かに対応できるよ

う、関係機関と連携を図り、相談事業の充実および難病に関する正しい知識の

普及啓発に取り組み、難病についての地域での理解を深め、患者や家族が地域

で暮らしやすい環境を整備していく必要がある。

その他（８）

犯罪被害者等に対するカウンセリングの実施、診断書料等の公費負担、被害

者支援要員制度の運用、被害者の手引きの交付による情報提供等を行い、犯罪

被害者の精神的、経済的負担の軽減に努めた。

また 「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」に基づく実施計画の、

策定の必要性を検討するため、生活実態調査を実施した。

さらに、広報誌等を活用して「インターネットと人権」等、その他の人権課



題の解決に向けて啓発活動を行った。

［評価と今後の課題］

犯罪被害者の人権については、被害者対策要綱に基づき、犯罪被害者の精神

的、経済的負担を軽減する施策を実施していく。

また、アイヌの人々、刑を終えて出所した人、ホームレス、性同一性障害者

等の人権をめぐるさまざまな問題や、性的指向を理由とする人権侵害、プライ

バシーの侵害、インターネットを悪用した人権侵害等の問題について、取り組

みを進める必要がある。


